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 2016 年 1 月 20 日～28 日に開催された第 12 回ベトナム共産党全国代表者大会（以下、
党大会）では、「2011～2015 年経済・社会発展任務実現の結果の評価と 2016～2020 年経済･
社会発展の方向性と任務に関する報告」（以下、「経済･社会報告」）が議決された。その後、
3 月 21 日～4 月 12 日に開催された第 13 期第 11 回（最終）国会で「2016～2020 年経済･社














の方向性が示され、同時に、「2011～2020 年経済社会 10 カ年戦略」も作成された。そして、
この政治報告と10カ年戦略を元に、やや遅れて同年11月の国会で5カ年計画が採択された。 
 今回の経済･社会報告は、第 1 部「2011～2015 年 5 カ年の経済・社会発展任務実現の結果
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現在は 5 年前に示した 10 カ年戦略の実現の途上にあるため、若干記述が変わっていたり強
調している点が変わっていたりしている部分はあるものの、今回の報告の方向性や目標の項






の指標ともに、おおむね 2011～2020 年 10 カ年戦略や 2011～2015 年 5 カ年計画とほぼ同程
度か、若干下方修正した目標が設定されている。10 カ年戦略や前回の 5 カ年計画の草案策定













できる。しかし、2011 年の 10 カ年戦略ではその具体的な内容に関する記述はほとんどなか
った。今回の経済･社会報告ではより詳しくその内容が示されている。 
 第一の「突破口」である社会主義志向の市場経済体制の整備とは、党大会としては 2001
年の第 9 回大会時から使われ始めるスローガンである 3。その定義は曖昧で、強調するところ





























































工業･サービス部門が GDP の 79.9%を占めていること、農業労働者の割合が全労働者の
44.3%まで減少していることを挙げている。それに加え、公共投資、金融･信用組織改革、国
















国」になることを目指していた党が、2020 年まであと 5 年に迫った経済の現状をどのように
評価し、最後の 5 年間でどのような方針を打ち出すかであった。「2020 年までに基本的に近










・ 一人当たり GDP：2010 年価格で 5000USD 以上（3200-3500USD） 
・ GDP に占める製造業の割合 20%以上（15%） 
・ GDP に占める農業の割合 10%以下（15%） 
・ 全労働者に占める農業労働者の割合 20-30%（40%） 
・ 都市化率 50%以上（38-40%） 
・ 一人当たり発電量 3000kWh 以上（2800kWh） 
・ 人間開発指標（HDI）0.7 以上（0.67） 
・ ジニ係数 0.32-0.38（0.38-0.4） 
・ 訓練を受けた労働者の割合 55%以上（25%） 




 ドイモイ路線採択後 10 年を経て、1996 年の第 7 回党大会で「2020 年までに基本的に近代
的な工業国になる」ことが長期的な目標とされ、2001 年の第 8 回大会では「社会主義志向の
市場経済化」、すなわち国家部門、民間部門、外資部門といった各所有形態の一体的な発展

























たれる。計画投資省は世界銀行と共同でVietnam 2035: Toward Prosperity, Creativity, 
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消費者物価指数（年間）  5-7% 0.6%  
GDP 成長率（5 年間平均） 7-8% 6.5-7% 5.9% 6.5-7% 
一人当たり GDP 3000- 
3200USD 




85%  82.6% 85% 
投資額（社会総投資）GDP 比  33.5-35% 32.6% 32-34% 
財政赤字対 GDP 比  4.5%  4% 
TFP の成長への貢献 35%  29％ 30-35% 
労働生産性年間上昇率  29-32%（5 年間） 年平均 4.2% 年平均 5% 
年間エネルギー消費 GDP 比年間
減少率 
2.5-3% 2.5-3%  1-1.5% 
工業生産に占めるハイテク製品生
産価値 
45% 30%   
都市化率 45%   38-40% 
公的債務 GDP 比  65％ 61.3%  
不良債権 GDP 比   3%  
社会指標 
農業労働者の割合 30%  44.3% 40% 
訓練を受けた労働者の割合 70% 55% 51.6% 65-70% 
都市失業率  4% 2.3% 4% 
人口 1 万人当たり医師の数 9 人 8 人  9-10 人 
人口 1 万人当たり病院のベッド数 26 床 23 床  26.5 床 
医療保険カバー率 100%  75% 80% 
貧困家計比率 年 2-3%減 年 2%減 4.5% 年 1-1.5%減 
環境指標 
きれいな水を使える人口 ほぼすべて  82% 都市 95% 
農村 90% 
有害廃棄物処理割合 80%   85% 
森林カバー率 45% 42-43% 40.7% 42% 
（出所）筆者作成。 
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1 経済･社会報告は、ベトナム共産党ウェブサイト、政府ウェブサイトの以下のページで公表されている（ベトナ









2 2007 年に 8.5%という高成長を記録した後、2008 年～2009 年に GDP 成長率は 6.2%、5.3%と下落を続けたが、2010
年には 6.8％まで回復する。しかし、金利政策などマクロ経済運営の失敗もあり、2011 年には再び下落に転じ、2012
年には 5.0%（1990 年以来 2 番目に低い年間成長率）にまで落ち込んだ。2013～2015 年の GDP 成長率はそれぞれ
5.4%、6.4%、6.7%であった。 




4 ベトナムが現在締結している FTA/EPA は、ASEAN 自由貿易地域（AFTA）、ASEAN・中国 FTA、ASEAN・韓
国 FTA、ASEAN・日本 FTA、ベトナム･日本 EPA、ASEAN・オーストラリア･ニュージーランド FTA、ASEAN イ
ンド FTA、ベトナム･チリ FTA、ベトナム・EU FTA（未発効）、ベトナム・ロシア･ベラルーシ・カザフスタン
FTA（未発効）、ベトナム･韓国 FTA。 
5 同報告書は以下の世界銀行のウェブサイトからダウンロード可能である（2016 年 4 月閲覧時点） 
https://openknowledge.worldbank.org/handle/10986/23724 
